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案 件 番 号 案    件    名 提 出 課 ページ 

議案第５３号 
令和５年度上越市一般会計補正予算（第２

号） 
産業政策課ほか 1～4 

 

 



 

所 管 委 員 会 文教経済常任委員会 

関 係 案 件 議案第５３号 

提  出  課 産業政策課 

 

歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 7款 1項 1目 商工総務費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

産業振興総務管理費 125,010 0 125,010 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

国庫支出金     2,475 

一般財源          △2,475 

   

 

【補正理由】 

女性起業家創出事業業務委託料について、国の地域女性活躍推進交付金の交付決定を受

け、財源を組み替えるもの 

 

【補正内容】 

 （歳入） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

国庫支出金 0 2,475 2,475 

 地域女性活躍推進交付金 0 2,475 2,475 
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提  出  課 産業立地課 

 

歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 7款 1項 2目 商工振興費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

設備投資促進事業 291,641 27,278 318,919 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源           27,278  負担金補助及び交付金 

27,278 

 

 

 

【補正理由】 

新潟県南部産業団地の分譲に伴い、産業団地等取得補助金を増額するもの 

 

【補正内容】 

 （歳出） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

負担金補助及び交付金 271,021 27,278 298,299 

 産業団地等取得補助金 0 27,278 27,278 
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○ 新潟県南部産業団地Ａ社（製造業） 

  1 補 助 対 象 面 積  11,871.09㎡ 

  2 補助金交付見込額  27,278千円（千円未満切捨て） 

  3 補助金算出根拠 

区分 取得面積[㎡] 
取得費用[円] 

(ａ) 

補助割合 

(ｂ) 

補助金額[円] 

(ａ×ｂ) 

5,000㎡以下 5,000.00  61,500,000  15％ 9,225,000  

5,000㎡超～

10,000㎡以下 
5,000.00  61,500,000  20％ 12,300,000  

10,000㎡超～

30,000㎡以下 
1,871.09  23,014,407  25％ 5,753,000  

合計 11,871.09  146,014,407    27,278,000  

※南部産業団地で製造業が立地する場合、補助割合に 5％上乗せ 

 

【位置図】 分譲団地名：新潟県南部産業団地（上越市頸城区下吉内） 

 

司企業㈱ 

分譲地 
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提  出  課 産業政策課 

 

歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 7款 1項 2目 商工振興費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

エネルギー価格高騰支援金 0 908,345 908,345 

 

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

国庫支出金        345,735 

一般財源           562,610 

 

 

委託料        17,279 

負担金補助及び交付金 

891,066 

 

 

〇エネルギー価格高騰支援金  908,345 

【補正理由】 

中小企業者、農業者等におけるエネルギー価格高騰の影響による負担軽減を図るため、

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して支援金を支給するもの 

 

【補正内容】 

エネルギー価格高騰の影響を受けている中小企業者、農業者等の経営を下支えするため、

エネルギー価格高騰支援金を創設し、中小企業者、農業者等が支払った光熱水費、燃料費

の一部を支援金として支給する。 

（歳出） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

委託料 0 17,279 17,279 

 
エネルギー価格高騰支援金運営業務

委託料 
0 17,279 17,279 

負担金補助及び交付金 0 891,066 891,066 

 エネルギー価格高騰支援金 0 891,066 891,066 

  ・支援対象者： 市内に事業所を有する中小企業、個人事業主、公益財団、農業者等 

  ・支 援 内 容： 令和 4年分の確定申告書（法人にあっては、事業年度の最後の月が令和

5年 4月以前である直近事業年度の決算書）に計上した光熱水費、燃料

費の合計額の 26.8％に相当する額を支給（上限額 30万円） 

          ※「26.8％」については、国内企業物価指数（2023年 3月現在。日本銀

行公表）の「電力・都市ガス・水道」項目における対前年同月比（増

加率）を適用 

（歳入） 

項 目 補正前 補正額 補正後 

国庫支出金 0 345,735 345,735 

 
新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金 
0 345,735 345,735 
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